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京都府も転出人口超過！

2024年の総務省人口移動報告で、各都道府県の転入、

転出人口が明らかになり、さらに東京一極集中が加速し
ていることが明らかになった。首都圏の過密化が進み、
逆に地方が衰退していくという二極化が一層進んでいる。
この傾向は将来の日本の姿に暗い影を落とす。地方創
生と掛け声はいいが、実態は厳しい。持続可能な形での
地方への資源の分散を積極的に進めないと、日本国は
どんどん貧しい国に成り下がる可能性が高い。

＜解説＞総務省のデータによると、転入者が転出者を上回る転入超過は東
京都が７万９千人で全国で最多。2020年からの新型コロナの流行で、一時
期東京への流入は停滞していたが、再び拍車がかかっている。特に20代の
若年層の転入超過数は、地方創生の取組が始まった2014年以降最大と

なった。東京、千葉、埼玉、神奈川の首都圏でも転入超過が止まらない。一
方、その他の都道府県では、転出超過となった。京都府では、13年連続の
転出超過となり、前年より超過が増加した。20代の大阪府への転出が目立
つ。政府は、2014年に地方創生を最重要課題と位置付けた。2020年には東

京圏と地方の転出・転入を均衡さす目標を決めた。本社機能を地方へ移転
する際の減税制度や、中央官庁の地方移転、移住促進の支援強化を打ち
上げた。2023年には文化庁が京都に移転した。その他にも、移住者が若干

増加している市町村もあるが、効果は限定的だ。石破政権では、地方創生
をメインテーマに掲げ、自治体向けの交付金を倍増させる計画だが、具体的
に進んでいる案件はほとんどない。文化庁の移転効果の検証もできていな
い。2027年度には再度首都圏と地方の転出入を均衡さす目標を掲げるが、

実現可能性は限りなく小さい。本気度が感じられない。都市部では住宅価格
が高騰し、地方で暮らすことのメリットは感じられる。しかし、急速に地方の

人口減少が進む中で、公共交通や医療
などの社会的インフラの維持が難しく
なっている。そうなると、地方への転出
の機運は盛り上がらない。地方に残っ
ても仕事がない。魅力ある企業がない。
スキルアップができない、など多くの若
年層を引き留める条件が揃わない。ま
ず、中央官庁、省庁の地方移転を進め
ないといけない。大企業の本社機能を
地方に移転する支援を積極的に進めな
いといけない。アメリカは国土も広いが、
大企業の本社が地方に多く分散してい
る。見習うべきところは多いはずだ。
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